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　ネパールが世界に先駆け 2007 年４月に設立した「平和省（Peace Ministry）」がいま注目
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ス党（Nepali Congress［NC］）」と共産主義の「統一ネパール共産党（Communist Party of 











































　2003 年６月，ネパール政府は首相府内に「和平交渉調整局（Peace Negotiation 
Coordination Secretariat）」を設置したが，この「調整局」による和平交渉は成功しなかった。
そこで政府は 2004 年８月，首相を議長とする「高レベル平和委員会（High Level Peace 
Committee）」を組織し，同年９月には政府事務局長の下に「高レベル平和委員会局」を設
置した。この「高レベル平和委員会」は 2005 年３月に解散されたが，「委員会局」の方は
























約 80 名である。地方平和委員会は，2010 年 10 月 20 日現在，全 75 郡のうちの 70 郡，全
４）Peace Ministry [a], “Mandates.”
５）Peace Ministry [a], “Objective.”
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　ネパール政府が国庫からの拠出や諸外国からの平和構築支援を受けるため 2007 年 2 月に













































































































（出典）Peace Ministry[b], No.9, p.15 より作成。
８） 当初の名称“Steering Committee”から現行名称に改称。“The Board”とも呼ぶ。委員長は平和大臣，副委員長は財務大臣。国連，
　  基金拠出国も委員を出している。Peace Ministry[b], No.8, p.97.
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和構築活動の調整。
　NPTFへのネパール政府拠出金は，2010 年５月 15 日現在，約 7,299 万ドルであり，平和
３基金（NPTF・UNPFN・PBF）全体の約 60％を占めている９）。
　(2)　国連ネパール平和基金（UNPFN）
　「国 連 ネ パ ー ル 平 和 基 金（United 


















９）Peace Ministry[b], No.9, p.12.
表２　UNPFN拠出国 （2010.5.15現在）
イ ギ リ ス
ノ ル ウ ェ ー
ス イ ス
フィンランド
デ ン マ ー ク











































































　PBFによるネパール平和構築支援は，2007 年 12 月 28 日付の国連事務総長発表により表
明された。PBF援助は，UNPFN規準に準じて実施され，2010 年２月現在，４事業に対し，































（出典）Multi-Donor Trust Fund Office[a], No.3, p.23 より作成。
表４　PBF拠出国 （2009.12.31現在）
スウェーデン
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オ ラ ン ダ










（出典）Multi-Donor Trust Fund Office[c], 
　　　  pp.73-74 より作成
計
拠出国 拠出額（百万USドル）
10）Multi-Donor Trust Fund Office[b], pp.3-4.











　(1)  PLA 戦闘員の資格審査と宿営所収容
　平和省の最も重要な第一の任務は，「包括和平協定」（2006 年 11 月 21 日）と「武器・軍










　国連安保理は，2006 年 12 月１日，停戦監視団 35 人のネパール派遣を決定，一方ネパー
ル政府は 2007 年１月，国連監視団補助のため退役グルカ兵 111 人による暫定監視団
（Interim Task Force［ITF］）の設立を決定した。このITFは，2007年１月中旬には編成され，
1月 17 日から UNMIN 監視団のもとで PLA戦闘員と武器の収容作業を開始した。PLA戦
闘員資格審査には，UNDP と UNICEF の専門家たちも参加した12）。
　PLA戦闘員の資格は，「武器・軍管理監視協定」（4.1.3）により，①2006 年 5 月 25 日以前
にPLA戦闘員となっていた者，②1988年5月25日までに生まれた者（2006年5月25日現在，
18 歳以上の者）である。この規準により，資格審査が 7カ所の宿営所（Ilam, Sindhuli, 
Surkhet, Kailali, Rolpa, Nawalparasi, Citwan）で実施され，その結果，32,250 人（または
30,582 人13））が有資格者と判定され，宿営所に収容された。
　その後，2008 年 12 月までに再審査が行われ，その結果，8,640 人は再審査に現れず，さ
らに宿営所収容にもかかわらず欠格の4,008人を差し引くと，PLA戦闘員は19,602人となっ
た。 内訳は， 男性 15,756 人，女性 3,846 人。また，欠格者のうち 2006 年 5 月 25 日現在，18
歳未満だった者（子供兵）が 2,973 人，期限後入隊者が 1,035 人であった 14）。
12）UNMIN[2007], p.17.　UNMINは正式発足以前に先遣隊が活動開始。また，UNICEF参加は子供兵対応のため。
13） 数字は報告書ごとに異なる場合がある。Multi-Donor Trust Fund Office[a]， No.2, p.24では32,250人， Peace Ministry[b]の各報告書
　　では30,582人。




が資金援助し，UNDP, UNICEF, UNFPA（国連人口基金）, ILO, FAOなどが中心になって
生活用品支給，職業訓練，農業指導，小規模事業支援，就職支援，学外教育などを実施す
ることになった。宿営所からの退去は 2010 年 1 月 6 日から開始され 40 日間で完了予定と
されているが，詳しい結果報告はまだ出されていない 15）。




























15）Multi-Donor Trust Fund Office[a], No.2, pp.23-25; No.3, pp.25-26.
16）UNDP[2009], p.57.
17）Multi-Donor Trust Fund Office[a], p.16. Armor Groupは， 高性能爆発物保管，PLA爆発物処理支援など，ネパール平和構築の重
　   要な部分に関与している。平和構築の民営化モデルの一つといってよいであろう。




（出典）Multi-Donor Trust Fund Office[a], No.1-3より作成。

















年 5 月からはNPTFから拠出されるようになった。15 人収容の住宅 1,000 棟の建設が
承認され，1,003 棟を建設して 2008 年 4 月完了 19）。
　②　インフラ整備： 宿営所内外の道路，上下水道，電力，電話，事務所，売店，保健センター
等の整備にも，約1,000万ドル（2010年5月15日現在）がNPTFから支出されている20）。
　③　PLA戦闘員への生活費支給： NPTF は，宿営所収容 PLA戦闘員の国軍統合か社会
復帰が完了するまで，生活費を支給する。対象：初回審査後30,852人，再審査後19,602人。
給付額：１人 60 ルピー／日，3,000 ルピー／月（日額は 2008 年 9 月より 70 ルピー，
2010 年初より 72 ～ 110 ルピーに引き上げ）。
　この生活費支給は，原則としてネパール政府からのNPTF拠出金によりまかなわれ，




備されている。2009 年 7 月 16 日以降の実績（延べ人数）は，治療 2,460 人，健康診断
529,949 人（戦闘員 258,710 人，近隣住民 271,239 人）。
　また，宿営所内 PLA戦闘員の約 20％は女性なので，国連平和構築基金（PBF）によ
る女性対象プログラムもある。その一つとして，2009 年 8 月には妊産婦保健クリニッ
クが宿営所内に開設された 22）。
　(4)  国内避難民の社会復帰支援
　ネパールでは，10 年余の人民戦争により最悪期で約 20 万人の避難民が発生し，停戦成立
後でも約 5万人が郷里に帰ることができず避難生活を続けてきた。その実情を把握し，郷
里や他の場所での社会復帰を支援するのがこのプログラムであり，平和省が中心になって
NPTFによりムスタンとマナングを除く全国 73 郡で実施している。支援は次の 3つの方法
で行われている。
　①避難先からの帰郷費支給： 1 人 300 ～ 1,000 ルピー。受給者 23,085 人。
　②生活費・教育費・住宅再建修理費支給：
　　・生活費： 1 人 60 ルピー／日，4ヶ月間。受給者 21,184 人。
　　・住宅再建費： 20,000 ルピー／家族。受給者 419 家族。
　　・住宅修理費： 7,500 ルピー／家族。受給者 2,482 家族。
　　・教育費： 16 歳以下の子供 2,400 ルピー／人。受給者 4,709 人。
19）Peace Ministry[b], No.3, pp.7, 11-12.
20）Peace Ministry[b], No.4, p.11; No.9,p.15.
21）Peace Ministry[b], No.1-9.
22）Peace Ministry[b], No.3, p.29; No.9, p.25-26.
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　　・諸経費： 5,000 ルピー／人。受給者 17,375 人。
　③　農業融資： 20,000 ルピー／件。未実施。



















2007 年 6-9 月）の実績は，次の通りである。掲示板 175 個，ステッカー 100,000 枚，各
言語ポスター 1,200,000 枚，パンフレット 2,600,000 冊，ラジオ放送（16 言語）59 回，
TV放送 14 回，選挙スタッフ訓練用品配布 39,231 個，選挙実施担当幹部訓練 30 人，開
発区別選挙実施訓練308人，郡別選挙訓練9,231人，有権者教育派遣ボランティア8,400人26）。
　また，「制憲議会選挙 2064 有権者教育」（選挙管理委員会担当，2008 年 1-7 月）では，
これまで政治から疎外されてきた少数民族，女性，被差別諸集団を主な対象に，情報
提供，選挙啓発が実施された。有権者教育ボランティア 8,568 人を 3,915 の村，58 の市
に派遣。ポスター 715,000 枚，パンフレット 2,960,000 冊，カード 4,000,000 枚，図表
30,000 枚の配布，ラジオ・TV放送 400 回，新聞広報 696 回など 27）。 
　②　有権者登録支援： ネパールの住民登録はまだ不完全であり，民主的統治のためにも，
制度を整え，住民登録を促進する必要がある。「有権者登録キット」（NPTF, 選管担当，
2009.11-）はそのためのプログラムであり，27 億 2,545 万ルピー（3,586 万ドル）の巨額
予算により，住民登録 IＤカードを作成し，写真付き有権者名簿を作成している 28）。
23）Peace Ministry[b], No.9, p.31-32.
24）Peace Ministry[b], No.9, pp.35-36.
25）Peace Ministry[b], No.1, p.17.
26）Peace Ministry[b], No.1, p.18.
27）Peace Ministry[b], No.3, pp.27-28.
28）Peace Ministry[b], No.9, pp.33-34.
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　③　選挙実施支援： 制憲議会選挙は，「包括和平協定」（前文）では 2007 年６月 14 日ま
でに実施と定められていたが，政治的混乱のため 2007 年 11 月 22 日に延期され，さら
にまた 2008 年４月 10 日に再延期され，ようやく実施された。平和省は，この選挙実






　また，「制憲議会選挙 2064 の ための選挙スタッフ能力開発」（選管担当，
2008.2-2008.7）は，2008年4月10日の制憲議会選挙のためのプログラムであり，選挙スタッ
フ 249,690 人が教育訓練を受け，立候補予定者や政党関係者ら 3,750 人が選挙手続きの
説明を受けた 30）。
　さらに「制憲議会選挙スタッフ派遣」（NPTF，選管，2008.3.24-2008.7.16）では，全






















29）Peace Ministry[b], No.1, pp.19-20; No.2, pp.36-37.
30）Peace Ministry[b], No.4, pp.27-28.
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